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公共空間における適切な情報伝達を実現する手法の効果検証

長谷川 祐司† 竹 内 勇 剛††

本研究では，ユビキタス・コンピューティング技術の発展にともなって増加することが予想される，
物理的ないし時間的に制約のある公共空間での情報提供場面において，情報を個別化して提供するこ
とによってユーザの行動や態度を促進・抑制させるような情報提供手法を提案することを目的として
いる．本稿では，情報の効率的利用として従来から広く研究されてきた情報の個人化に対する概念と
して情報の個別化について述べ，情報が個別化されていることをユーザが認知するための要因につい
て言及した．特に，提供されたコンテンツが個別化されているか否か，そのコンテンツを他者と共有
できる状況にあるか否かの 2要因に着目し，ユーザの認知と行動にどのような影響を与えているかを
観察するための実験室実験を行った．その結果，コンテンツを個別化することの有用性が示されたと
ともに，提供された情報を他者と共有することのできる環境で受け取ることによってさらにその効果
が高まる可能性が示唆された．さらに実験室実験で得られた知見に基づいて実地実験を行い，その結
果が現実社会においても十分な有効性を示すことを明らかにした．本研究において得られた知見から，
情報の個人化という従来の視点に対し，人間の社会的認知傾向を考慮した情報の個別化という側面か
らの検討が，公共空間における個人間の差異を吸収した適切な情報伝達の実現に寄与することが期待
される．

An Effective Approach to Convey Individualized Information
in Public Space

Yuji Hasegawa† and Yugo Takeuchi††

In this psychological research we present an effective approach to convey individualized
information in various real community spaces, which this research concerns ubiquitous infor-
mation dissemination. We study the natural reception of information within the ubiquitous
computing environment and consider the problem of conveying individualized information
through psychological experiment. The experiments was conducted in the laboratory to ob-
serve the influence of information on experimental participants’ acknowledgment and action.
The result indicated the possibility that the contents were more effectively conveyed in pop-
ulous circumstances. Moreover, we conducted the experiment on real location. The findings
of this experiment indicated similar effectiveness to the result verified in laboratory, which
suggests that the approach of this study to convey individualized information to each person
is useful in public space.

1. は じ め に

近年，急速に発展しつつあるユビキタス・コンピュー

ティング環境においては，モバイル・コンピューティ

ングやウェアラブル・コンピューティングに加えて，電

光掲示板や大型ディスプレイなどを利用した公共的な

空間における情報提供機会が増加している1)．しかし，

こういった情報提供場面においては膨大な量の情報が

氾濫しているために，我々は提示されたすべての情報
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を受け入れているわけではなく，選択的に注意を払う

ことによって自らにとって必要だと認識された情報の

みを選別して生活している．その際，我々はなぜその

情報が提供されたのかといったコンテキストを意識的

ないし無意識的に探ることで，自分の注意の方向づけ

を行っている．たとえば，電子メールによる情報提供

場面を考えた場合，見知らぬ人が送信者であるメール

と知人が送信者であるメールとでは，そのメールの内

容自体が同じものであったとしても，メール送信者に

対する認識によってはまったく異なった受け取り方が

なされる．このように，人は情報そのものよりも，情

報の発信源やメディアに影響を受けやすいことがいわ

れており，これにより情報受信者にとって必要な情報

が適切に伝達されない，誤った情報を適切な情報とし
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て受け取ってしまうといった問題が起こっている2)．

したがって，ユーザが提供された情報をただ見るだ

けではなく，自分が提供された情報の当事者であるか

どうかを適切に認知するためのコンテキストこそが重

要となる．従来は情報の発信源に対する信頼性の向上

や3)，情報を個人化して提供することによってユーザ

に適した情報の提供などが重点的に研究されてきた4)．

しかしながら，自分以外の他者が存在する公共空間

での情報提供においては，情報が「誰に」提供された

のかという視点からの検討が重要となりうる．すなわ

ち，情報が自分にのみ提供されたのか，他のユーザに

提供されたのか，それとも自分を含めた何らかの集団

に向けて提供されたのか，といった情報受信者の認知

がユーザの行動や態度に大きな影響を与えることが経

験的に予測されるのである．したがって，情報が「誰

に」提供されているのかを明確にすることが，ユーザ

が提供された情報を適切に受容することに寄与する可

能性がある．

そこで本研究では，情報の氾濫が危惧されているユ

ビキタス・コンピューティング環境下の公共空間にお

ける情報提供場面において，情報が「誰に」提供され

たのかを明示するために，情報を個別化して提供する

ことが当事者であるユーザの行為や態度に影響を与え

ることについて言及する．そして，心理実験を通して

情報の個別化をユーザに認知させるための要因につい

て検証し，公共空間における有効な情報提供手法を提

案することを目的とする．

2. 情報のコンテキスト

2.1 公共空間における情報提供

ユビキタス・コンピューティング環境においては，

あらゆる場所に情報が埋め込まれるため，マスメディ

アやパーソナルメディアおよびインターネットといっ

た従来のメディア形態とは大きく異なり，個人に閉じ

た空間だけではなく公共的な空間における情報提供も

可能となる．従来もポスターや掲示板といった公共空

間における情報提供は存在していたが，公共空間に情

報・コンピュータ技術が導入された情報提供が増加し

ていくことは容易に想定できる5)．このような情報提

供においては，従来のメディアにおいて人の情報探索・

検索に対して受動的に情報を提供する Pull型ではな

く，システムが能動的に情報を提供するような Push

型の情報提供が主となる可能性が高い．なぜなら，公

共空間においては人が情報提示装置と触れ合う時間は

短く，Push型の方がより直感的に情報を受け取るこ

とができるためである．したがって，今後はこのよう

な公共空間において情報を提供するような Push型の

メディアが持つ影響力を検討することが重要となる6)．

公共空間における情報提供の例としては以下のよう

なものがあげられる．

• 案内 道・経路などの案内情報

• 個体情報 その場にある事物の説明・紹介

• 呼びかけ その場のルールやマナー

• サポート 対象者をサポートする情報

• 広告 広告や宣伝などの誘致情報

• 現状伝達 渋滞や駐車場の空き状況などの現

在必要とされる情報（図 1 左）

• 個人的情報 合格発表や病院などにおける呼び

出し

• 相互作用 ウェルカムボード（関西国際空港）

などのインタラクティブなシステ

ム（図 1 右）

従来のメディアに比べ，このような公共空間におけ

るメディアが提供する情報の持つ社会的影響力は小さ

く，その情報量も多くはないといえる7)．しかしなが

ら，ここで得られた情報はその場所に強く関連してい

るものであり，直面した問題への対処に向いていると

いう大きな利点が存在する．すなわち，情報の吟味や

検索といったじっくり行うべき静的な情報提供に比べ，

状況変化に瞬時に対応できるという動的な情報提供が

可能なのである．また，規模が小さいということは情

報を限定して伝えているということにもつながる．こ

のことによって，公共空間に存在するメディアが提供

する情報は，その場所特有の目的を達成することに有

用なものとなりうる．

しかし，先に述べたように公共空間において静的な

情報提供を行うことよりも，動的な情報が Push型で

提供されるという形態が主となるとすれば，それに

よってユーザにはある程度瞬時の情報判断能力が必要

とされることとなり，情報を処理しきれなくなる可能

性が高くなってしまう．また公共空間における情報端

末の増加によって，情報に対するユーザの「気づき」

そのものが遅れてしまう可能性もある．したがって，

人間が提供された情報をどのようにして有効に利用し

ていくかに焦点をあてて議論していく必要がある．

2.2 情報の個別化

マスメディアが伝える情報は一方向的で，誰にでも

同じ情報が提供されていることは明らかであり，パー

ソナルメディアやWWW，電子メールなどにおいて

は情報を見るのが 1人であることが多いために議論す

る必要性は希薄だった8)．しかしながら，ユビキタス・

コンピューティング環境において想定されるような公
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図 1 公共空間における情報提供例
Fig. 1 Examples of information communicator in public space.

共空間では，自分と同様に他者という情報の受け手が

ともに存在しているために，提供された情報の当事者

としての意識を持つことができるかどうかが情報の受

容に大きく影響すると考えられ，情報の受信者につい

ての議論が重要となる可能性が高い．

公共空間で提供される情報は，公共に提供される情

報と個別に提供される情報に区別することができ，そ

れぞれ情報を受け取ることのできる情報受信者が異な

る．このような情報の受信者の違いは，提供された情

報に対するユーザの解釈に影響を与える．たとえば，

テレビやラジオのような不特定多数のユーザに情報

を提供するマスコミュニケーションと，口コミのよう

な個人の言伝によって情報が提供されるパーソナルコ

ミュニケーションとでは，ユーザの感じる情報の性質

が大きく異なる．

このように，同じ情報を提供したとしてもその情報

受信者が異なれば，それがユーザには情報が提供され

るコンテキストとして示される．すなわち，自分を含

む不特定多数の集団に提供された情報に対して，自分

個人に提供された情報はユーザのとる行為や態度に変

容をもたらす影響力が強くなると経験的に予測できる．

そこで本研究では，このように情報を個別に提供する

ことを情報の個人化に対して情報の個別化と呼ぶこと

とする（図 2）．なお，情報の個人化が情報の内容に

関する概念であるのに対し，情報の個別化は情報の提

示方法に関する概念であり，情報の個別化の 1つの手

段として情報の個人化を位置付けている．

情報の個別化の概念は「動機づけ」においても利用

されている．たとえば，教師は常日頃から生徒の学

習への動機づけを高めるために賞賛や叱責のコミュニ

ケーションを行っている．学習心理学の強化理論では，

賞賛は言語的な報酬として適切な行動を促進し，叱責

図 2 個人化と個別化の区別
Fig. 2 Personalizing and individualization.

は罰としての意味を持ち不適切な行動を抑制する効果

があるといわれている9)．ここで，メッセージ内容の

主体が異なるという観点で区別されている「I —メッ

セージ」と「You —メッセージ」のどちらの方法で賞

賛や叱責をなされるかによって，それを享受する生徒

がとる行動や態度は異なってくる．すなわち賞賛や叱

責を個別に行うのと全体に向けて行うのとでは，受け

手の受容姿勢にも違いが現れるのである．この心理的

影響を利用して，公共空間においても情報を受け取る

環境や状況を操作することによって，ユーザが行動の

促進や抑制を受け容れやすい環境を作り出すことが可

能となりうる．そこで本研究では，ある情報が提供さ

れた際に，ユーザがその情報を「個別化された情報で

ある」と認知するための要因についての検討を行う．

2.3 個別化の要因

ユーザが提供された情報を「個別化されたものであ

る」と認識するための要因として，まずはコンテンツ

を個別に用意することが考えられる．すべてのコンテ

ンツを変えなければならないというコスト面の問題は

あるが，近年ではRFID技術や無線端末の発展にとも

ない，個人を識別することが容易になりつつあり，名
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図 3 情報受信者の違い
Fig. 3 Two types of information receiver.

前や識別番号など，簡単な情報を提示するだけで「そ

の人個人に提供されている情報である」ことを示すこ

とが可能となる．このように，情報が個別化されてい

ることを明示しうるソフトウェア的な設計方法につい

て，本稿ではコンテンツ要因として検討する．

また，ユーザの認知に影響を及ぼす要因として情報

提供メディアがあげられる．従来より，メディアの違

いが提供される情報に対する認識に心理的な影響を与

えうることについては様々な研究によって示唆されて

いる10)．したがって本稿で着目している公共空間にお

けるメディアが異なることによって，人間の認知傾向

にも影響を及ぼすものと考えられる．

公共空間における情報提供メディアとしては，携帯

電話や PDAといった個人端末と，ロビーや駅構内な

どに設置された大型ディスプレイのような公共端末が

あげられる11)．公共空間における Push型の情報提供

に着目すると，個人端末と公共端末との最大の相違点

は，提供された情報を他者と共有できているか否か，

すなわち情報の受信者が異なる点にある．前者が個人

に情報を提供するのに対し，後者は公共の場に設置さ

れているために周囲にいる人すべてが提供されている

情報を享受する可能性が高い（図 3）．

前述したように，情報受信者の違いによってユーザ

の情報に対する解釈が変化することが予測される．個

人端末が提供する情報は個人的に与えられるものであ

ることから個別化された情報として扱われる可能性が

高い．逆に公共端末においては，情報を受け取った集

団の中の 1人としてその情報を見るため，自分との関

係が希薄であると感じられる情報に対しては無視など

をすることも考えられる．しかしながら，端末が異な

ることによって必ずしも情報の受信者が異なるとはい

えない．たとえば，通り過ぎるすべての人の個人端末

に情報が提供されていると感じたとすれば，他者も同

じ情報を獲得していると認識するかもしれない．また，

公共端末が自分の動きに対応して情報を提示してくれ

たと感じたとすれば，その情報は自分だけに提供され

た情報として認識する可能性もある．

すなわち不確定要素を孕む端末の違いに着目するの

でなく，他者との情報共有ができる環境・状況で情報

を受け取っているか否かという物理的要因に着目する

ことによって，ユーザが情報の個別化を認識する度合

いに与えられる影響に着目する必要がある．

したがって本研究では，心理実験を通して個の明示・

非明示というコンテンツ要因と情報の共有・非共有と

いう物理的要因が，情報を受け取ったユーザの行動に

対してどのような相互作用を与えるのかについて検証

する．ここで得られた知見は，公共空間においてユー

ザの行動を促進・抑制する情報提供システムに活用す

ることが期待できる．また公共空間におけるユーザ同

士のインタラクションを促進するという側面において

も，ユビキタス・コンピューティング環境における各

情報提供メディアの本質として有意義な知見となるこ

とが期待できる．

3. 実験室実験

3.1 目 的

本実験では，ある指示情報に対して，情報が個別化

されていることをユーザが認識するうえで，何が要因

となってそのことが促進されるのかについて検討する

ことを目的としている．特に，コンテンツが個別化さ

れているか否か，指示情報を他者と共有できているか

否か，という 2要因に着目した．

3.2 方 法

3.2.1 被 験 者

18～25 歳の日本人大学生および大学院生を対象と

し，1実験につき無作為に 3名ずつ組み合わせた組か

らなる計 126名の被験者（42組）を用意した．ただ

し，被験者間でのコミュニケーションは禁止すること

で，他被験者の行動を知ることができず，他被験者の

存在のみが被験者の行動に影響を及ぼすよう設定した．

3.2.2 実 験 環 境

実験環境の簡略図を図 4 に示す．教示用のプラズマ

ディスプレイを 1台，情報収集・クイズ回答用の端末

を 3台，それぞれ用意する．また，教示用ディスプレ

イの前には被験者 3名が同時に座ることのできるベン

チを設置する．さらに情報収集・クイズ回答の際，被

験者が互いに干渉することを避けるため，被験者は互

いが見えないようにパーティションで隔てた空間に配
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図 4 実験環境
Fig. 4 Experimental environment.

置する．

3.2.3 手 続 き

被験者 3名は，個々にアジア・オセアニア/アフリ

カ/ヨーロッパ/アメリカの 4地域について自由に調査

し，いずれか 1名が正解すれば加点される方式の共通

クイズに回答する．被験者にはそれぞれ，図 4 の地点

Aにおいて以下にまとめる実験説明を与える．

• 個々に情報収集を行い，その後，共通のクイズに
回答させる．

• 1つの問題に対して 1名が正解さえすれば，全体

としては「正解した」こととし，加点される．

• 高得点をとることを目的とする．
• 被験者間でコミュニケーションをとることは禁止
する．

• クイズは 4地域（アジア・オセアニア/アフリカ/

ヨーロッパ/アメリカ）各 5 問の計 20 問出題さ

れる．

• メモをとってクイズの回答に利用してもよい．
また図 4 の地点 Bにおける教示では後述の条件設

定に従い，プラズマディスプレイ上である地域の重点

的調査を勧める（図 5）．この際，誰が勧めているの

かについては特に明示しなかった．ここで勧められた

地域の情報収集に費やした時間の割合を観察項目とし

た．なお図 4 の地点 Cに用意された情報収集システ

ムでは，各地域 35カ国ずつについて選択的に調査す

ることが可能であり，10 分という期間ですべてを調

査することは不可能と思われる分量を用意した．情報

収集終了後，同地点 3©においてクイズに回答させる．
3.2.4 条 件

教示場面において，ある地域の重点的調査を課す手

法について，以下に述べるコンテンツ要因・物理的要

図 5 提示情報例
Fig. 5 Example of information.

表 1 条件設定
Table 1 Experimental conditions.

条件 コンテンツ要因 物理的要因
W-w Whole whole

I-w Individual whole

W-i Whole individual

I-i Individual individual

N-w Neutral whole

N-i Neutral individual

因に着目し，2×2 の条件分けを行った（表 1）．なお，

被験者は 1条件につき 21名ずつ用意した．

コンテンツ要因

提供されたコンテンツが世間一般に用意されたも

のか，それとも個別に用意されたものかという 2

水準から構成される．本実験においては，指示情

報を全体向けに表示するWhole（W-）条件と，個

別向けに表示する Individual（I-）条件に分けた．

個別向けに情報提示を行う場合は全体向けに情報

提示との区別を明確にするため，重点的な調査を

勧められた地域が「ルーレットを介して自分に割

り振られた」ことを示した．ただし勧められた地

域を必ず調べなければならないという教示はいっ

さい行わなかった．これらを条件内比較すること

で，コンテンツが個別に提供されることによって

情報に対して当事者意識を持ちやすくなるのかど

うかを観察した．なお，提供された情報によって

得られた効果であることを検討するため，W-条

件・I-条件において提供された「重点的調査の勧

め」情報が提供されない統制条件をNeutral（N-）

条件として設定し，各地域の調査割合を観察した．

物理的要因

提供された情報を世間一般が見ているか，それと

も自分 1人だけが見ているかという 2水準から構
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成される．本実験においては，指示情報を全員で

見る（教示を全員で受ける）whole（-w）条件と，

1人で見る（教示を 1人ずつ受ける）individual

（-i）条件に分けた．これらを条件内比較すること

で，他者と情報を共有していることによって当事

者としての意識を持ちやすくなるのかどうかを観

察した．

3.2.5 事 前 調 査

教示において，被験者に重点的な調査を勧める地域

を「アジア・オセアニア/アフリカ/ヨーロッパ/アメ

リカ」の中から選択するにあたり，何の制約も設けな

かった場合に各地域の調査割合に違いがあるかどうか

を調査する必要がある．そこで，Neutral条件群（N-w

条件と N-i条件）における各地域の調査割合を比較し

たところ，4つの地域が有意差なくおおむね均等に調

査されている結果となったため，どの地域を勧めたと

しても同様の結果が得られることが期待できる．した

がってW-w条件・W-i条件・I-i条件においては，「ア

フリカ」について重点的に調査させるよう勧め，また

I-w条件においては，被験者 3名にそれぞれ異なる地

域の重点的調査を課す必要があるため，「アジア・オ

セアニア」「アフリカ」「アメリカ」についての重点的

な調査を勧めることとした．

3.3 仮説と予測

仮説

情報が個別化されて提供されることによって，提

供された情報の当事者としての認識を強く持つこ

とが可能となる．この傾向は情報が個別化されて

いればされているほど強く現れ，コンテンツが個

別に用意されていることや情報を受け取っている

のが自分だけである状況にあることが大きく影響

する．

予測

個別に提示された指示情報に対しては当事者とし

ての責任を強く感じることにより，指示されたタ

スクへの取り組みを重視する．結果として重点的

な調査を勧められた地域において費やす時間の割

合は，何も指示をされない通常時または他地域の

調査に費やす時間の割合よりも有意に大きくなる

と予測される．

予測 1 N-条件群（N-w条件，N-i条件）と比較

すると，ある地域の調査を勧められる他の条

件群の方が対象の調査割合は大きくなる．

予測 2 W-条件群（W-w条件，W-i条件）と I-

条件群（I-w条件，I-i条件）との比較，-w条

件群（W-w条件，I-w条件）と-i条件群（W-i

条件，I-i条件）との比較においては，それぞ

れ情報が個別化されていることを感じやすい

と考えられる I-条件群と-i条件群の方が対象

の調査割合が大きくなる．

3.4 結 果

N-条件群との比較として，各条件において物理的要

因について同じ設定がなされている統制条件と調査割

合の平均値比較を行ったところ，W-i条件を除いて指

示の効果が認められた（W-w：t = 2.115，p < .05，

I-w：t = 11.036，p < .01，W-i：t = 1.594，n.s.，

I-i：t = 4.481，p < .01）．ここで，W-w条件におい

ては有意差が認められ，W-i条件においても調査の割

合が 17.4%上昇していることから，W-要因がまった

く影響しないともいえないと考える．

条件比較においては，分散分析の結果より，各要

因にはそれぞれの主効果に有意差が認められたが

（コンテンツ：F (1, 80) = 36.546，p < .01，物理：

F (1, 80) = 5.331，p < .05），交互作用は観察さ

れなかった（F (1, 80) = 2.212，n.s.）．また Tukey-

Kramer 法による多重比較の結果，W-w 条件と I-w

条件，W-i条件と I-i条件に有意差が認められ，コン

テンツ要因が個別化されているほど情報が受容されや

すいことが示唆された（図 6）．図 6 では，全調査時

間に対して勧められた地域を調査した時間の割合平均

値を各条件ごとに示している．さらに，I-w条件と I-i

条件にも有意差が認められていることから，個別化さ

れた情報を提供するにしてもその情報を他者と共有で

きているか否かによって，さらに情報の受容率は高ま

ることが示唆された．

3.5 考 察

実験結果から予測に関して読み取れることとしては，

第 1に N-条件群（N-w条件と N-i条件）との比較結

果より，指示情報が提供されたことによる影響を観察

できており，予測 1 が支持されたことがあげられる．

このことは，N-条件群においてすべての地域がほぼ均

等に調査されているという事前調査の結果と合わせて，

「ある地域を重点的に調査させる」という本実験にお

ける指示情報の妥当性を示すものであると考える．

第 2には，コンテンツ要因に着目すると，「全体向

けに指示」されることよりも「個別に指示」されるこ

との方が，提供された情報の内容を被験者はより受け

入れていることがあげられる．このように，自分に対

して提供された情報であるといったように，コンテン

ツが提供される対象を示すことが人間の認知に強く影

響することはおおむね予測どおりであった．しかしな

がら，物理的要因に着目すると，指示情報を「1人で
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図 6 各群の平均値比較
Fig. 6 Comparisons of the result.

見る」ことよりも「全員で見る」ことの方が，対象地

域の調査割合が高いという結果が得られていることか

ら，予測 2についてはすべてが支持される結果とはな

らなかったといえる．なお，I-w条件で調査された地

域（アジア・オセアニア/アフリカ/アメリカ）間にほ

とんど差異は見られなかった．したがって，4つの地

域を用意した本実験の設定自体には特に問題はなかっ

たと考える．

このように今回の実験では，事前の予測とは一部異

なる結果が得られた．ただし，提供された情報を「全

員で見る」ことが必ずしも当事者としての意識を強く

持たせることにつながるわけではない．それは「全体

向けに指示」された場合，その情報を「全員で見る」

と「1人で見る」との間には有意差が認められていな

いためである．しかしながら，「個別に指示」された

うえに，提供された情報を「全員で見る」場合には，

「個人で見る」場合よりも情報に対して自分が当事者

であることを認識する傾向は強くなる可能性が示唆さ

れた．したがって，交互作用としては認められなかっ

たものの，コンテンツ要因における「個別に指示」と

物理的要因における「全員で見る」とには何らかの作

用があると考えられる．

このような結果が得られた要因として，同じ空間内

に存在している他者の行為が読み取りやすいというこ

とがあげられる．まず，このような環境においては他

者が獲得している情報が明らかであるため，その他者

がとるであろう行為の予測をたてることが容易となる．

そして，その予測をもとに自分に提供された情報を相

対的に見ることとなり，自らのとるべき行為がより明

確化されるために，他者に提供された情報とは異なる

指示情報を受容しやすくなったものと推察される．こ

のことから，被験者は集団の中の 1人として，自分の

タスクを相対的に位置づけていると考えることができ

る．したがって，個人端末に対してプライベートに情

報を提供すること自体には，情報が個別化されている

ことの認識に与える影響はそれほど存在せず，必ずし

もその人に受け入れられることにはならないというこ

とが明らかとなった．ここで得られた知見は，本研究

の目的である適切な情報伝達の実現のために効果的な

知見となりうる．

本実験は，被験者が課題をするための実験室という

空間で行っており，課題以外にすべきことはないため

に，ある程度限定的な議論となっている．特に I-w条

件においては，自分とは異なる情報が他の被験者に提

示されていることから，課題との兼ね合いから自分の

すべきタスクが他の条件よりも強制力を感じるもので

あった可能性がある．また，「全体としての高得点を

めざす」という課題であったため，「自分のタスクが

他者のタスク評価にもつながる」という社会的責任や

「高得点が得られる」といった報酬などが外発的動機

づけとして心理的に影響を及ぼした可能性もある．さ

らに，個別情報の提示がルーレットという被験者の行

為に対するリアクションとして提示されていることも

今回の結果に影響した可能性も棄却することはできな

い．したがって，実験の環境や課題により一般性を持

たせた議論をする必要がある．

4. 実 地 実 験

4.1 目 的

実験室内実験において得られた結果をもとに，それ

らの知見を実社会の一場面において応用利用すること

を考える．これによって，実験室という閉じた空間だ
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けでなく実生活という開いた空間においてどの程度有

効であるのかについて示すことを目的とする．

4.2 方 法

4.2.1 被 験 者

静岡大学情報学研究推進プロジェクトでは，浜松キャ

ンパス情報棟 1・2号館において公開参照型メッセージ

掲示システム（OMNIBUS）12) の運用実験を行った．

約 170 名の学生にアクティブ型の RFID タグを持た

せ，それに連動して利用可能な学内システムとして

2006年 11～12月の約 1カ月間設置運用した．本実験

における被験者は，上述したシステム利用者を対象と

し，無作為に後述する 4条件に振り分けて調査を行っ

た．提示された情報を確認することができたシステム

利用者計 43名を被験者として扱った．

4.2.2 実 験 環 境

本実験は大学構内において運用されていた OM-

NIBUSに付随する形で行った．クライアントアプリ

ケーションである付箋掲示板システムを利用可能な

タッチセンサ付きディスプレイがロビーに設置されて

おり，RFIDタグを持った被験者が近づくとリーダが

タグ情報を読み取り，付箋掲示板システムを利用可能

となる．本実験では，このディスプレイの隣に掲示板

を設置し，後述する全体向けの情報提示を行った．

4.2.3 課 題

被験者に「学内システムのアンケートのお願い」に

ついての情報を提示する（図 7）．その情報を受けて，

“今やらなければならないわけではない状態にある”被

験者がアンケートに答えるために部屋まで来るか否か

を観察項目とした．

4.3 条 件

呼びかける対象の違いによってコンテンツ要因をW-

条件と I-条件に分け，情報の提示方法によって物理的

要因を-w条件と-i条件に分けた．

コンテンツ要因

提供された情報の対象となっているのが全体であ

るのか，それとも個人であるのかという 2水準か

ら構成される．

W- 学内システム利用者全員に呼びかける文

面．

I- 学籍番号を指定して個別に呼びかける文

面．

物理的要因

情報が提供される環境においてその情報を獲得で

きるのが不特定多数の人々であるのか，それとも

個人であるのかという 2水準から構成される．

図 7 提示情報（例：I-w 条件）
Fig. 7 Example of presented information (I-w).

-w プラズマディスプレイの隣に情報掲示板と

してパネルを設置し，情報を提示．

-i 個人宛メールによって個別に情報を提示．

4.4 仮説と予測

仮説

他に優先される事象が存在するような実社会にお

いても，情報が個別化されて提供されることによっ

て，提供された情報の当事者としての認識を強く

持つことが可能となる．実験室実験の結果より，

この傾向は情報が個別化されていればされている

ほど強く現れ，コンテンツが個別に用意されてい

ることが大きく影響するが，情報を他者と共有し

ていない環境においては共有している場合に比べ

てその影響力は小さくなるという仮説を立てた．

予測

個別に提示された指示情報に対しては当事者とし

ての責任を強く感じることにより，依頼されたア

ンケートの回答に来る可能性が高くなる．結果と

して，コンテンツ要因・物理的要因のどちらも個別

化されていない全体に対して提供されていると認

知しやすいW-w条件，コンテンツ要因が個別化

されることによって当事者意識が強められるW-i
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図 8 各群の割合比較
Fig. 8 Comparisons of the result.

表 2 実験結果
Table 2 Results of experiment.

来た 来ない
条件 実測値（期待値） 実測値（期待値） 被験者数
W-w 2 (5.93) 13 (9.07) 15

I-w 8 (3.16) 0 (4.84) 8

W-i 1 (2.37) 5 (3.63) 6

I-i 6 (5.53) 8 (8.47) 14

計 17 26 43

条件，コンテンツ要因・物理的要因ともに個別化

されることで個人に閉じた情報提供がなされる I-i

条件，個別化された情報を他者と共有することに

よって自らのタスクを相対的に位置づけることが

できる I-w条件の順にアンケートの回答に来る被

験者の割合は増加すると予測した．

4.5 結 果

アンケート回答のために部屋に来た/来ないに関す

る結果を表 2 に示す．表 2 では，対象の被験者数に対

して来た/来ない被験者数の実測値と期待値を併載し

た．なお，被験者は全員 1人ずつアンケートの回答を

行った．この結果をカイ二乗検定で分析したところ，

χ2 = 17.92，p < .01 で主効果が認められ，各条件間

に差が生じていることが示唆された．したがってライ

アン法に従い，多重比較を行ったところ，コンテンツ

要因が個別化されていることに関しては，W-w条件と

I-w条件との間には有意差が認められたものの，W-i

条件と I-i条件との間には有意差が認められなかった

（図 8）．

図 8 では，対象の被験者に対して実際にアンケート

回答に来た被験者の割合を各条件ごとに示している．

また物理的要因に関しては，I-w 条件と I-i 条件との

間には有意差が認められたものの，W-w条件とW-i

条件との間には有意差が認められなかった．したがっ

て本実験においては，各要因において情報を個別化し

て提示することが必ずしも被験者の当事者意識を高め

ることにはつながっていないことが分かる．

4.6 考 察

W-i条件と I-i条件に有意な差が見られなかったと

いう結果を除き，本実験における結果については，実

験室実験における結果とおおむね同様の結果が得られ

たといえる．また，有意差が観察されなかった条件群

（W-i条件と I-i条件）についても多少の差は存在する

ため，実験設定を見直して再度検討する必要がある．

また I-i条件と I-w条件の比較結果に着目してみる

と，情報を確認した被験者の占める割合については，

I-w 条件が 22.8%（8/35），I-i 条件が 56%（14/25）

となっており，メールをメディアとすることによって

浸透度の違いから情報への気づきに対する促進効果は

高くなっているものの，掲示板で情報を確認した被験

者が全員アンケートに回答するという結果となってお

り，掲示板の方が依頼されたタスクを受容しやすいこ

とが分かる．これは実験室実験と同様，掲示板が他者

と情報を共有できる環境にあるために個人に提供され

た情報に対する社会的責任が強く働いたものと推察で

きる．

すなわち，公共的な空間で情報を享受することを考

えた場合，プライベートに情報を提示することは情報

への気づきの促進に効果的ではあるが，その情報が当

人にどれほど強く関連しているかを示さない限り，情

報の受容については効果があまり期待できないといえ

る．それに対し，提供された情報を他者と共有してい

ることは情報の受容に効果的であると知見が得られた

が，実験室実験とは異なり，情報への気づきに関して
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は検討することができていないため，人の動きに対応

した情報提供など，提供された情報への選択的注意を

喚起するような情報伝達を行う必要があると考える．

また個別に情報を提供する際，実験室実験では情報が

ランダムに割り当てられたのに対し，実地実験では情

報提供者である実験者が対象者を決定した．後者の被

験者には「割り当てられたことに何らかの意味がある」

という認識を持った可能性も考えられるため，2つの

実験結果の違いについては今後も検討する必要がある．

5. 総 合 議 論

本研究では，公共空間において情報が適切に伝達さ

れるような環境を実現するため，情報を個別化して提

供することが提供された情報に対する当事者意識に及

ぼす影響を解明することを目的としてきた．本実験で

は，情報を個別化するためにコンテンツおよび情報が

提供される環境を操作し，これが提供される情報に対

する被験者の行動に与える影響について調査を行った．

その結果，以下の知見が示唆された．

• 情報のコンテンツにおいて「個別に提供された情
報である」ことを明示することで，その情報に対

する当事者としての意識が高められる．

• 個人に閉じた情報提供を行うことは必ずしも情報
の受容を促進させることにはならない．

• コンテンツが個別化されており，その情報を他者
と共有できる環境に提示する場合，2つの要因が

作用して新たな効果を生み出す．

従来より，情報を個人化することによってそれぞれ

のユーザに適した情報を提供するための様々な手法が

研究されてきた．それは個人に閉じた情報提供場面だ

けでなく，公共的な空間における情報提供場面におい

ても応用研究されるようになっている．しかしながら，

それらの研究においてはユーザが求める情報を摘出す

ることを重点とし，情報を受け取るにあたってユーザ

にかかる負担の大きさやユーザが提供された情報を実

際に受容するかどうかについての検討は見当たらない．

それに対し，本研究では，情報が能動的に提供される

環境において情報を個別化することが，ユーザが提供

された情報に対して当事者意識を持つための要因とし

て機能する可能性を示した．

このようなユーザが当事者としての意識を持つかど

うかの検討は，提供された情報をユーザが受容しやす

い環境を設計するにあたっては非常に重要な課題であ

るといえる．なぜなら，ユビキタス・コンピューティ

ング技術の発展にともなった問題として，公共的な空

間で生活を営んでいる我々にとっては，幾多の情報の

中に自分にとって有益な情報，自分に対して提供され

るべき情報がどれほどあるのかという混乱が生じる可

能性があるためである．また情報受信者が情報提供者

にもなることのできる環境が構築されることによって，

虚偽情報の流出や情報の隠蔽工作などが頻繁に行われ，

メディアの提供する情報が正しいのか誤っているのか

の判断さえ十分にできなくなっている．このような問

題は “情報の氾濫が問題視されている社会において提

供される情報を人がどのように認知するか”という現

在さかんに研究がすすめられている情報の信頼性の分

野においては共通した課題であるといえる．

また今回実施した実験においては，情報をただ個別

化して提供するだけではなく，個別化された情報を公

共空間に提示することによって被験者の行動が促進さ

れたという結果から，公共空間における情報提供とい

う社会的な側面が被験者の認知と行動に影響を及ぼし

た可能性が確認された．

我々は自分のとる態度や行動に関して，いったん人

前で口に出して表明してしまうと自分が口にしたこと

に束縛され，引くに引けない状態に追い込まれてしま

う．このように，自分の態度や行動を言語的表明する

ことをコミットメントといい，コミットメントがなさ

れた態度や行動は変更しにくくなるといわれている9)．

したがって個別化された情報が公共空間に提示される

ことは，“その情報についてコミットメントがなされ

たこと”を暗黙的に示すことにつながる可能性がある．

このような社会的圧力がかけられることによって，そ

の社会に存在する様々な規範に従って行動するように

仕向けられる．したがってこれらはルールやマナーと

いった社会規範に関する情報提示において有効な認知

傾向であるといえる．

また，実験室実験におけるクイズ課題では，被験者

同士が同一の目的を持った集団として認識され，協力

行動こそが自分のとるべき行動であると規定した可

能性がある．個別情報を全員で見ることによって他者

のとるであろう行動が予測しやすくなり，また相手も

自分の行動を予測して行動するであろうという考えの

もと，社会的調整と呼ばれる社会的な行為をとる13)．

これによってお互いの行動を調整しあうことによって

利益が生み出されるうえ，協力しない（指定された地

域を調査しない）場合にも利益が得られないために社

会的ジレンマが発生することもなく，勧められたタス

クをこなす被験者が多くなったものと考えられる．し

たがって，このクイズ課題のような外発的動機づけが

なされる課題においては，自分と他者の情報が明示さ

れ，双方が協調して行動することができるか否かが重
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要な要因となっていることが分かる．これは他者とは

別々に目的を達成しようとする場合も同様であり，実

際に我々は日常生活において，他の車がある駐車場に

向かっているのが明示されていれば空いていることが

予測される別の駐車場に向かうといったような社会的

調整行動をとっている．

このように，公共空間で生活する我々が自分のとる

べき社会的行動を決定するにあたっては，他者の存在

やその行動が大きな影響を及ぼしているといえる．し

たがって，従来までになされてきた情報の個人化に関

する研究と，人間の社会的認知傾向を考慮した情報の

個別化という 2つの側面からユビキタス・コンピュー

ティング社会における情報の利活用を検討することに

よって，多種多様な個人間の差異を吸収した適切な情

報提供を実現することが期待される．
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